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２．事前に仕様を確定可
能であるが、入札者の提
示する技術等によって、
調達価格の差異に比して、
事業の成果に相当程度の
差異が生ずることが期待
できる業務

１．当該業務の内容が技術的に高度なもの又は専門的な
技術が要求される業務であって、提出された技術提案に
基づいて、仕様を作成するほうが最も優れた成果を期待
できる業務
なお、上記考え方を前提、業務の予定価格を算出する

に当たって標準的な歩掛がなく、その過半に見積を活用
する業務。 ②総合評価落札方式（標準型）

発注方式発注方式の選定フロー

① 当該業務の実施
方針と併せて、評価
テーマに関する技術
提案を求めることに
よって、品質向上を
期待できる業務

当

該

業

務
② 当該業務の実
施方針のみで、品質
向上を期待できる業
務

３．入札参加条件として、一定の資格・実績・成績等を
付すことにより品質を確保できる業務

価格点：技術点の割合

１：２ ～ １：３

（テーマ数により設定）

③総合評価落札方式（簡易型）

価格点：技術点の割合

１：１※

①プロポーザル方式

④価格競争方式

・（選定段階で）資格、実績、成績

実施方針＋評価テーマ
・評価テーマ２つ以上の場合は１：３
・評価テーマ１つの場合は１：２

（総合評価型）
実施方針＋特定テーマ

・実施方針（評価テーマは求めない）のみ

※業務の難易度に応じて１：２も使用可

○設計コンサルタント業務等の発注方式は本フローによる選定を原則とし、標準的
な業務内容に応じた発注方式事例を参考に決定している。

１．業務の入札契約制度
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○ 入札方式について

入札方式の概要入札方式名称

発注者が入札公告に示した条件（競争入札参加資格）を満たす者は、自らの意思
で入札に参加が可能であり、発注手続きの客観性・透明性が高く競争性が高い入札
方式。

一般競争入札

発注業務の内容を事前に公示し、受注希望者から参加表明書を提出させる。参加
表明書を提出した者の中から競争入札に参加する者を選定し、指名競争入札を行う。

公募型

入札・契約手続きに関しては、公募型競争入札とほぼ同じ。WTO対象基準額未満
の業務について適用。
《公募型競争との主な相違点》
官報公示ではなく、PPI等による掲示のみ。手続き開始の公示後、再度の入札公示

必要無し。手続き日数が公募型競争よりも短縮可能。

簡易公募型

当局の有資格者の中から発注予定業務の業務内容を勘案し、当該業務を履行す
るにふさわしいと判断して選定した業者を指名すること。（通常10者程度）

公募型競争、簡易公募型競争及び簡易公募型に準じた方式のいずれにも該当し
ない場合で、競争入札方式の対象となる業務。

通常指名競争入札

発注しようとする契約の性質、目的等からみて競争入札になじまず、随意契約によ
ることが適切な場合に限り、この契約方式を適用。

随意契約
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○プロポーザル方式及び総合評価落札方式は、平成２２年度以降件数ベースで２割
程度の発注を行っており、総合評価落札方式は、平成２９年度以降から３割程度
に増加し、令和7年度においては４割を超える発注を行っている。

※令和7年度のデータは12月までの契約分の速報値
※全業種：土木関係コンサルタント、建築関係コンサルタント、測量、地質調査、補償関係コンサルタント

建設コンサルタント業務（全業種）の発注状況（北海道開発局）
（単位：件）
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○土木関係コンサルタント業務だけを見ると、平成２２年度以降は件数ベースでプ
ロポーザル方式が３割、総合評価落札方式は２割前後であり、６割を価格競争以
外で発注している。平成２９年以降は総合評価落札方式の割合が増加し令和7年
度では約５割となり、価格競争以外の発注が８割を超えている。

土木関係コンサルタント業務の発注状況（北海道開発局）
（単位：件）

※令和7年度のデータは12月までの契約分の速報値
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○通常指名競争入札は、１割程度となっている。

※令和7年度のデータは12月までの契約分の速報値
※全業種：土木関係コンサルタント、建築関係コンサルタント、測量、地質調査、補償関係コンサルタント

建設コンサルタント業務（全業種）及び土木コンサルタント業務の発注状況（北海道開発局）
（単位：件）
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○総合評価落札方式における入札手続の流れについて

指名段階

入札段階

入札公告

入札・契約手続運営委員会

指名通知及び非指名通知（※）

入札書の提出

開 札

契約締結

参加表明書の提出

技術者の評価

企 業 の 評 価

技術提案書の提出

技術提案書の評価
（建設コンサルタント選定委員会）

技術者の評価

提案書の評価

※総合評価落札方式における技術提
案書の提出者数の指名者数につい
ては、１０者以上を原則とする。
なお、指名の対象となる最下位順
位の者で同評価の提出者が複数存
在する場合には１０者を超えて指
名する。

＋

＋

＋

入 札 価 格
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○北海道開発局の標準配点例（総合評価落札方式）指名段階

設定 企業 ウエイト

1 登録あり 4.0

2 同一部門以外 0.0

1 同種業務の実績有 8.0

2 類似業務の実績有 4.0

3 なし 指名なし

管理技術力 迅速性 当該常駐技術者数 － －

情報収集力 地域貢献度 活動実績 － －

履行保証力 自己資本比率 － －

瑕疵担保力 賠償責任保険加入の有無 － －

遵法性 過去の法の遵守状況 － －

1 80点以上 24.0

2 77点以上80点未満 21.0

3 74点以上77点未満 18.0

4 71点以上74点未満 15.0

5 68点以上71点未満 12.0

6 65点以上68点未満 9.0

7 60点以上65点未満 0.0

8 60点未満 指名なし

9 業務成績がない 0.0

1 局長表彰2回以上 4.0

2 局長表彰＋部長表彰 3.0

3 局長表彰又はインフラDX大賞【大
臣賞】

2.0

4 部長表彰又はインフラDX大賞【優

秀賞】
1.0

5 i-Con奨励賞 0.5

6 なし 0.0

1 認定有 0.5

2 なし
0.0

評価の着目点

必須 4

35%
(25%～35%)

必須

24

優良業務表彰、北海道開発
局i-Con奨励賞及び国土交通
省インフラDX大賞 （業務部
門）（大臣賞、優秀賞）の経験

配点 計

0.5

40.5

15%
(10%～15%)

その他

選択

経営力

4

評価項目 詳細項目 評価基準
指名段階

8

企業の評価

専門技術力 成果の確実性 同種・類似業務の実績

必須

資格要件 技術部門登録
当該部門の建設コンサルタ
ント登録

必須

必須

成績・表彰 専門技術力 成果の確実性

業務成績評点

資格・実績

ワーク・ライフ・バランス等推進に係る認定
の取得状況等

R7,8より入札公告を行う業務から対象

1 ※1の資格有 6(3)

2 ※2の資格有 3(1.5)

3 それ以外 指名なし

1 同種業務の実績有 6(3)

2 類似業務の実績有 3(1.5)

3 なし 指名なし

1 当該部管内の実績あり (6)

2 道内での実績あり (3)

3 なし (0)

1 80点以上 24.0

2 77点以上80点未満 21.0

3 74点以上77点未満 18.0

4 71点以上74点未満 15.0

5 68点以上71点未満 12.0

6 65点以上68点未満 9.0

7 60点以上65点未満 0.0

8 60点未満 指名なし

9 業務成績がない 0.0

1 局長表彰 4.0

2 部長表彰 2.0

3 なし 0.0

当該部門従事期間 選択 － －

必須

業務実施体制 必須業務実施体制の妥当性

下記のいずれかの項目に
該当する場合には指名しな
い。
1業務の分担構成が、不明
確又は不自然な場合。

参加の適否

4

手持ち業務量

評価の着目点

評価の着目点

配点 計 ウエイト

予定管理技術
者の評価

下記の項目に該当する場合
は指名しない。
・手持ち業務の契約金額が
○円以上、又は手持ち業務

参加の適否

設定 管理技術者

選択 (6)

必須 6(3)

必須 6(3)

40

15%
(10%～15%)

評価項目 詳細項目 評価基準

情報収集力 地域精通度 当該管内での受注実績

業務執行技術
力

同種・類似業務の実績

ＣＰＤ

24

成績・表彰 専門技術力
業務執行技術
力

35%
(25%～35%)

資格・実績

資格要件

技術者資格 技術者資格

必須優良業務表彰の経験

必須業務成績評点

評価項目 詳細項目 評価基準 指名段階

9



管理技術者 担当技術者 照査技術者

必須 選択 選択

6.5(4.5) 3(2) 3(2)

3.5(2.5) 3(2) 1.5(1)

指名なし 0(0) 指名なし

6.5(4.5) 3(2) 3(2)

3.5(2.5) 1.5(1) 1.5(1)

指名なし 0(0) 指名なし

(4) (2) (2)

(2) (1) (1)

(0) (0) (0)

選択 － － － －

21.0

18.0

15.0

12.0

9.0

6.0

0.0

指名なし

0.0

4.0

2.0

0.0

当該部門従事期間 選択 － － － －

業務実施体制

入札段階（簡易型1:1)

配点 計

①80点以上

②77点以上80点未満

③74点以上77点未満

①【適宜設定】の資格有

②【適宜設定】の資格有

③それ以外

①同種業務の実績有

②類似業務の実績有

③なし

①当外部管内の実績あり

②道内での実績あり

③なし

25%

優良業務表彰の経験 必須
評価しない事を原則

とする。
4

④71点以上74点未満

⑤68点以上71点未満

⑥65点以上68点未満

⑦60点以上65点未満

⑧60点未満

⑨業務成績がない

①局長表彰

②部長表彰

③なし

成
績
・
表
彰

専門技術力 業務執行技術力

業務成績評点 必須

情報収集力 地域精通度 当該管内での受注実績 選択 (8)

ＣＰＤ

ウエイト

予
定
管
理
技
術
者
の
評
価

資
格
・
実
績

資格要件

技術者資格 技術者資格 必須
12.5
(8.5)

50

25%
業務執行技術力 同種・類似業務の実績 必須

評価項目 評価の着目点 評価基準
設定

12.5
(8.5)

評価しない事を原則
とする。

21

手持ち業務量

業務実施体制の妥当性

○北海道開発局の標準配点例（総合評価落札方式）入札段階（簡易型）※（ ）は地域精通度を 採用する場合の配点例
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管理技術者 担当技術者 照査技術者

必須 選択 選択

業務理解度 必須 20.0 － －

必須

必須

必須

選択

全体 評価テーマ間の整合性

必須

6.0 － －

-7.0 － －

参考見積に関する業務コストの妥当性 参加の適否

評価項目 評価の着目点 評価基準

入札段階（簡易型1:1)

設定 配点 計 ウエイト

地形、環境、地域特性などの与条件との整合性が高い場合に優位に
評価する。

実現性

事業の難易度に相応しい提案となっている場合に優位に評価する。

50

実現性

提案内容に説得力がある場合に優位に評価する。

相互に関連する複数の評価テーマ間の整合性が高い場合は優位に評
価し、矛盾がある等整合性が著しく悪い場合は特定しない。

賃上げを実施する企業に対する加点措置

賃上げを実施表明した企業等を評価する。
対前年度または前年比で、従業員に右記以下を表明している場合
①大企業の場合：給与等受給者一人当たりの平均受給額を３％以上増
加させる旨
②中小企業の場合：給与総額を１．５％以上増加させる旨

賃上げを実施表明した企業のうち、
賃上げ基準に達していない企業に対する減点措置

賃上げを実施表明した企業のうち、賃上げ基準に達していない企業に対
する減点措置を行う。
該当企業は、財務省から通知された日から１年間、賃上げ加算点よりも１
点大きな配点で減点する。

提案内容を裏付ける類似実績などが明示されている場合に優位に評
価する。

利用しようとする技術基準、資料が適切な場合に優位に評価する。

提案内容によって想定される事業費が適切な場合に優位に評価す
る。

着目点、問題点、解決方法等が適切かつ論理的に整理されており、
本業務を遂行するにあたって有効性が高い場合に優位に評価する。

事業の重要度を考慮した提案となっている場合に優位に評価する。

事業の難易度に相応しい提案となっている場合に優位に評価する。

提案内容を裏付ける類似実績などが明示されている場合に優位に評
価する。

利用しようとする技術基準、資料が適切な場合に優位に評価する。

提案内容によって想定される事業費が適切な場合に優位に評価す
る。

評価テーマ2

的確性

評価テーマ1

的確性

地形、環境、地域特性などの与条件との整合性が高い場合に優位に
評価する。

50 50%

業務実施手順を示す実施フローの妥当性が高い場合に優位に評価す
る。

20.0 － －
業務量の把握状況を示す工程計画の妥当性が高い場合に優位に評価
する。

業務に関する知識、有益な代替案、重要事項の指摘がある場合に優
位に評価する。

10.0 － －
地域の実情を把握した上で、業務の円滑な実施に関する提案があっ
た場合には評価する。

実施方針・実施フロー・工程表・その他

実施手順

その他

提案内容に説得力がある場合に優位に評価する。

着目点、問題点、解決方法等が適切かつ論理的に整理されており、
本業務を遂行するにあたって有効性が高い場合に優位に評価する。

事業の重要度を考慮した提案となっている場合に優位に評価する。

評価テーマに対する技術提案

目的、条件、内容の理解度が高い場合に優位に評価する。

○北海道開発局の標準配点例（総合評価落札方式）入札段階（簡易型）
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管理技術者 担当技術者 照査技術者 管理技術者 担当技術者 照査技術者

必須 選択 選択 必須 選択 選択

①【適宜設定】の資格有 4.5(3.5) 1.5(1) 1.5(1) 4(3) 2(1.5) 2(1.5)

②【適宜設定】の資格有 2.5(1.5) 1.5(1) 0.8(0.5) 2(1.5) 2(1.5) 1(0.8)

③それ以外 選定なし 0(0) 選定なし 選定なし 0(0) 選定なし

①同種業務の実績有 4.5(3.5) 1.5(1) 1.5(1) 4(3) 2(1.5) 2(1.5)

②類似業務の実績有 2.5(1.5) 0.8(0.5) 0.8(0.5) 2(1.5) 1(0.8) 1(0.8)

③なし 選定なし 0(0) 選定なし 選定なし 0(0) 選定なし

①当外部管内の実績あり (2) (1) (1) (2) (1) (1)

②道内での実績あり (1) (0.5) (0.5) (1) (0.5) (0.5)

③なし (0) (0) (0) (0) (0) (0)

選択 － － － － 選択 － － － －

①80点以上 14.0 20.0

②77点以上80点未満 12.0 17.0

③74点以上77点未満 10.0 14.0

④71点以上74点未満 8.0 11.0

⑤68点以上71点未満 6.0 8.0

⑥65点以上68点未満 4.0 5.0

⑦60点以上65点未満 0.0 0.0

⑧60点未満 選定なし 選定なし

⑨業務成績がない 0.0 0.0

①局長表彰 4.0 4.0

②部長表彰 2.0 2.0

③なし 0.0 0.0

当該部門従
事期間

選択 － － － － 選択 － － － －

業務実
施体制

業務実施体制の妥当性

優良業務表彰
の経験

必須
評価しない事を原

則とする。
4 必須

評価しない事を原
則とする。

4

手持ち業務量

予
定
管
理
技
術
者
の
評
価

資
格
・
実
績

資格要件

技術者資格 技術者資格 必須
7.5
(5.5)

33

15%
(7.5%～
15%)

業務執行技
術力

同種・類似業
務の実績

必須
7.5
(5.5)

情報収集力 地域精通度
当該管内で
の受注実績

選択 (4)

ＣＰＤ

成
績
・
表
彰

専門技術力
業務執行技
術力

業務成績評
点

必須

評価項目 評価の着目点 評価基準

入札段階（標準型1:2) 入札段階（標準型1:3)

設定 配点 計 ウエイト 設定 配点 計 ウエイト

40

10%
(5%～10%)

必須

必須
8
(6)

8
(6)

選択 (4)

評価しない事を原
則とする。

14

18%
(18%～
25.5%)

必須
評価しない事を原

則とする。
20

15%
(15%～
20%)

○北海道開発局の標準配点例（総合評価落札方式）入札段階（標準型）※（ ）は地域精通度を 採用する場合の配点例
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管理技術者 担当技術者 照査技術者 管理技術者 担当技術者 照査技術者

必須 選択 選択 必須 選択 選択

業務理解度 目的、条件、内容の理解度が高い場合に優位に評価する。 必須 12.0 － － 必須 15.0 － －

業務実施手順を示す実施フローの妥当性が高い場合に優位に評価す
る。

必須 必須

業務量の把握状況を示す工程計画の妥当性が高い場合に優位に評価
する。

必須 必須

業務に関する知識、有益な代替案、重要事項の指摘がある場合に優
位に評価する。

必須 必須

地域の実情を把握した上で、業務の円滑な実施に関する提案があっ
た場合には評価する。

選択 選択

全体
評価テーマ
間の整合性

相互に関連する複数の評価テーマ間の整合性が高い場合は優位に評
価し、矛盾がある等整合性が著しく悪い場合は特定しない。

選択 － － － 選択 20.0 － －

地形、環境、地域特性などの与条件との整合性が高い場合に優位に
評価する。

必須 必須

着目点、問題点、解決方法等が適切かつ論理的に整理されており、
本業務を遂行するにあたって有効性が高い場合に優位に評価する。

必須 必須

事業の重要度を考慮した提案となっている場合に優位に評価する。 選択 選択

事業の難易度に相応しい提案となっている場合に優位に評価する。 選択 選択

提案内容に説得力がある場合に優位に評価する。 必須 必須

提案内容を裏付ける類似実績などが明示されている場合に優位に評
価する。

必須 必須

利用しようとする技術基準、資料が適切な場合に優位に評価する。 選択 選択

提案内容によって想定される事業費が適切な場合に優位に評価す
る。

選択 選択

地形、環境、地域特性などの与条件との整合性が高い場合に優位に
評価する。

必須 必須

着目点、問題点、解決方法等が適切かつ論理的に整理されており、
本業務を遂行するにあたって有効性が高い場合に優位に評価する。

必須 必須

事業の重要度を考慮した提案となっている場合に優位に評価する。 選択 選択

事業の難易度に相応しい提案となっている場合に優位に評価する。 選択 選択

提案内容に説得力がある場合に優位に評価する。 必須 必須

提案内容を裏付ける類似実績などが明示されている場合に優位に評
価する。

必須 必須

利用しようとする技術基準、資料が適切な場合に優位に評価する。 選択 選択

提案内容によって想定される事業費が適切な場合に優位に評価す
る。

選択 選択

必須 必須

賃上げを実施表明した企業等を評価する。
対前年度または前年比で、従業員に右記以下を表明している場合
①大企業の場合：給与等受給者一人当たりの平均受給額を３％以上増加
させる旨
②中小企業の場合：給与総額を１．５％以上増加させる旨

6.0 － － 9.0 － －

賃上げを実施表明した企業のうち、賃上げ基準に達していない企業に対
する減点措置を行う。
該当企業は、財務省から通知された日から１年間、賃上げ加算点よりも１
点大きな配点で減点する。

-7.0 － － -10.0 － －

参考見積に関する業務コストの妥当性 参加の適否 参加の適否

評価項目 評価の着目点 評価基準

賃上げを実施する企業に対する加点措置

賃上げを実施表明した企業のうち、
賃上げ基準に達していない企業に対する減点措置

－ 10.0 － －

80
50%

(50%～
62.5%)

評価テーマに対する技術提案 37 37

－

実現性

－ －

37%
(37%～
52%)

20.0 － －

12.0

評価テーマ2

的確性

評価テーマ1

的確性 25.0

実現性

－ －

－ －

80

10.0

－

25%
(12.5%～
25%)

30

－ －

30
30%

(15%～
30%)

40

－ 15.0

－

－ －

20.0

－ － 10.0 － －6.0

12.0 － － －

40実施方針・実施フロー・工程表・その他

実施手順

その他

設定 配点 計 配点 計 ウエイトウエイト 設定

入札段階（標準型1:2) 入札段階（標準型1:3)

○北海道開発局の標準配点例（総合評価落札方式）入札段階（標準型）
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○総合評価落札方式における総合評価点の算出方法について

・総合評価落札方式では、価格に加え技術を評価する加算方式を採用

総合評価点 ＝ 価格評価点＋技術評価点

・価格点と技術点の配分＝1:1～1:3 （価格点20～60点：技術点60点 ）

～技術点の配点例～
・技術者資格等 ：技術者資格及び専門技術力
・技術者実績等 ：同種又は類似の実績
・業務成績・表彰 ：業務成績、表彰 配点計を６０点に換算
・業務実施方針 ：業務理解度、実施手順
・技術提案 ：評価テーマに対する提案

・価格点 ＝ ２０～６０ × （１－入札価格／予定価格）

14



○低入札対策の実施概要（履行確実性評価）
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知

識

構想力 ・ 応用力

施設点検調査②
【標準的な調査】

耐震性能照査③
【簡易式による判定を行う業務】

河川台帳作成

河川景観設計②
【以下を含まないもの】

・景観上の制約
・設計前のデザインの比較検討
・検討委員会の運営

洪水予測システム検討

治水経済調査②
【統計データを用いた集計】

環境管理基本計画

環境アセスメント②
【追加調査及び取りまとめ】

事業評価 河川整備基本方針
河川整備計画
河道計画検討

施設健全度調査②
【標準的な調査】

自然再生計画検討

特殊構造物 予備・詳細設計
（樋門・樋管・排水機場等以外）

氾濫解析②
【既存の解析モデルによる再現又は予測計算】

水文観測③
【標準的な観測手法によるもの】

水文データ照査検討①
【高度な観測データを含むもの】

河川水辺の国勢調査

河川構造物 詳細設計
（樋門・樋管・排水機場等）

河川構造物 予備設計②
（樋門・樋管・排水機場等）
（標準積算基準対象施設）

氾濫解析①
【解析モデルの構築又は既存の解析モデルの改良、高度化】

治水経済調査①
【基準の見直し、新基準の検討】

環境アセスメント①
【企画立案から実施するもの、方法書作成等】

危機管理時の体制・対応等の検討
（危機管理演習を含む）

河川景観設計①
【以下のいずれかを含むもの】

・景観上の制約
・設計前のデザインの比較検討
・検討委員会の運営

水文観測②
【高度な観測手法を用いるもの

（ADCP計測による観測（解析を含まないもの）等）】

水質観測②
【水質調査（採水・水質分析のみ）（プランクトン同定を除く）】

水質観測①
【微量化学物質調査等の精度管理を行うもの、
水質調査（その他、プランクトン同定を含む）】

耐震性能照査②
【静的解析・動的解析を含むもの

（大規模構造物等以外）】

総合土砂管理計画の検討

河川環境情報図の作成

総合治水に関する検討

水循環に関する検討

生態学的な検討

維持管理計画検討

その他技術的に高度な業務

耐震性能照査①
【静的解析・動的解析を含むもの（大規模構造物等）】

堤防・護岸設計③
【現地条件変更による修正設計、
小構造物設計図集に掲載の
構造物の数量、図面作成】

水文観測①
【ADCP計測、
画像解析等
を用い解析
を含むもの】

堤防・護岸設計②
【標準的な設計（浸透流解析等の検討を含む）】

堤防・護岸設計①
【高度な軟弱地盤対策や調査・解析等の検討を含むもの】

施設点検調査①
【大規模構造物等、

高度な技術を用いるもの】

施設健全度調査①
【大規模構造物等、

高度な技術を要するもの】

河川構造物 予備設計①
（樋門・樋管・排水機場等）

（標準積算基準対象施設以外）

価格競争方式 総合評価落札方式

プロポーザル方式

水文データ照査検討②
【高度な観測データを含まないもの】

河川事業

○総合評価落札方式は平成２１年度より本格導入され、下記の「建設コンサルタン
ト業務の標準的な発注事例（以下、斜め象限図）」を目安として発注方式を決定
することとしている。北海道開発局においても同様に発注方式を選定。

※本発注方式事例は、業務内容と発注方式の関係を模式的に示したもので、発注量を示したものではない
※海岸事業・砂防事業は、本表に準じて選定する

令和５年３月に一部改正
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知

識

構想力 ・ 応用力

プロポーザル方式

総合評価落札方式価格競争方式

定期点検結果の診断

道路予備設計（用地幅決定）

構造物詳細・補修設計（大型含む一般）

道路予備設計 （中心線決定）

事業評価②
【交通量予測結果に基づき便益計算のみ行うもの】

防災対策検討
【工法検討を行うも
の、委員会運営伴う
もの】

環境調査②【補足・継続調査】
交通安全・渋滞
対策等検討
【事故分析、渋滞分析、
委員会運営】

道路・交通等現況分析①
【マニュアル等で手法が決まっているものを除き、調査計画、企画立案を伴うもの等】

道路・橋梁等構造物景観設計

道路網整備計画検討

定期点検、緊急点検

交差点設計（一般）

道路詳細設計（修正）②【一般】

環境調査③【常観等定型的調査】

交通量観測

各種資料作成他
（一般的な水文
調査含む）

構造物予備設計（一般）

環境アセスメント②
【調査項目の追加補足調査及びそのとりまとめ】

道路・交通等現況分析②
【マニュアル等で手法が決まっているもの】

構造物予備設計（大型・特殊）

道路概略設計（路線比較検討、最適路線選定）②
【既存ルートの部分的見直し】

道路概略設計（路線比較検討、最適路線選定）①
【新規にルーティングを行うもの等】

構造物詳細・補修設計（特殊）

事業評価①
【全体計画を含むもの等】

環境調査①
【企画立案から実施するもの、

貴重種を含むもの】

交差点設計（大規模立体）

交通需要予測検討

整備効果分析検討
【企画立案から実施するもの、
委員会を運営を伴うもの】

環境アセスメント①
【企画立案から実施するもの、方法書作成等】

水文調査① 【広域的な影響等の分析を含む】

防災対策設計
【詳細設計のみ】

交通安全・渋滞対策設計
【予備・詳細設計のみ】

交差点設計（立体）

整備効果収集・整理
【データ収集、簡易な分析のみ】

道路詳細設計（一般）
【新規に実施するもの
構造物を含むもの】

ＰＩプロセス 社会実験実施

水文調査②【一般的な分析を含む】

道路詳細設計（修正）①【調査・分析等を含む】

道路事業

※本発注方式事例は、業務内容と発注方式の関係を模式的に示したもので、発注量を示したものではない

令和５年３月に一部改正
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知

識

構想力 ・ 応用力

基準点測量※

土地区画整理測量

数値図化（デジタルマッピング）

画像解析／計測／判読②
【計測を主とするもの】

データ共有／総合GIS

現地測量（地形測量）※

水準測量※

定期縦横断測量※

地図編集

既成図数値化

深浅測量②
【標準的なもの】

一筆調査（E工程）

各種台帳作成②
【地形測量を主とするもの】

深浅測量①
【高い精度を求めるなど技術的に高度なもの】

空中写真測量

航空レーザ測量

GIS/CADデータ化

写真地図作成（デジタルオルソ）

航空レーザ測量（応用解析含む）②
【応用解析を含むもの】

都市計画図

基盤地図情報作成

地図編集（特殊ケース）

その他の応用測量②
（主題図データファイル作成）

【計測を主とするもの】

移動計測車両による測量②
【計測を主とするもの】

用地測量※

路線測量※
復旧測量※

航空レーザ測量（応用解析含む）①
【応用解析を含んだ上で使用目的に

後工程（GIS、3次元地形等）があるもの】

画像解析／計測／判読①
【判読を主とするもの。また、使用目的に
後工程（GIS、3次元地形等）があるもの】

その他の応用測量①
（主題図データファイル作成）

【解析のための判読を主とするもの】

修正測量

各種台帳作成①
【地形測量と調書を主とするもの以外】

移動計測車両による測量①
【応用解析を主とするもの。また、使用目的に
後工程（GIS、3次元地形等）があるもの】

河川測量※ 地籍測量①
【国土調査法第10条2項による作業】

地籍測量②
【国土調査法第10条2項による作業を除く】

水文観測③
【標準的な観測手法によるもの】

水文観測②
【高度な観測手法を用いるもの

（ADCP計測による観測（解析を含まないもの）等）】

水文観測①
【ADCP計測、画像解析等
を用い解析を含むもの】

※印の工種は、現地等の条件が通常

の仕様で実施できない場合、及び三
次元点群測量の場合は、総合評価
落札方式を選定すること。

価格競争方式

総合評価落札方式 プロポーザル方式

三次元点群測量（UAV写真測量、地上
レーザ測量、UAVレーザ測量）

測量調査

※本発注方式事例は、業務内容と発注方式の関係を模式的に示したもので、発注量を示したものではない

令和５年３月に一部改正
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地質調査

知

識

構想力 ・ 応用力

価格競争方式 総合評価落札方式

プロポーザル方式

トンネル変状調査・解析

地盤環境調査（とりまとめ）※

ボーリング調査
（支持層確認、
改良チック等）

ボーリング調査
（設計、解析用）

耐震調査

計器設置及び観測作業（設置・観測のみ）

計器設置及び観測（計画～解析）

地下水調査（観測）

地盤環境調査（採取、分析）

軟弱地盤調査・検討（安定・沈下・液状化等）

地すべり対策工検討設計（地質解析を含む）

地表地質踏査及び資料収集

地質リスク調査検討

動的応答解析
防災点検

防災点検（総合診断）

地質調査計画策定

施工時計測管理地質総合解析

地盤環境調査（解析、対策検討）

土構造物等の点検

ボーリング調査（高度安
全管理、高品質コア等）

地下水調査（とりまとめ） ※

物理（弾性波等）探査

地すべり対策工検討設計（地質解析を含まない）

地下水調査・解析（浸透流、広域地下水、渇水影響等）地下水調査（解析・検討）

※印の地下水調査（とりまとめ）、地盤環境調査（とりまとめ）
については、以下のような場合などで、価格競争方式でも妥
当である内容も含まれるため、弾力的な運用を行うこと。
・地下水調査：既存の井戸等を利用した標準的な観測等では
、とりまとめ作業は価格競争でも十分な成果が得られる。

・地盤環境調査：有害物質（六価クロム）の試料採取・分析と
観測値とりまとめ（基準値内かどうかの判定）等の標準的な
作業は価格競争でも十分な成果が得られる。

※本発注方式事例は、業務内容と発注方式の関係を模式的に示したもので、発注量を示したものではない 19



２．令和７年度の落札要因の分析

○令和６・７年度は、総合評価落札方式を選定した場合、約６割が最高技術点者かつ最低価格者による
落札した結果となっている。

※データは令和６年１月～令和６年１２月までの契約業務
※1者応札除く

※データは令和７年１月～令和７年１２月までの契約業務
※1者応札除く

最高技術点者以外

最高技術点者

0.0%

10.0%

20.0%

30.0%

40.0%

50.0%

60.0%

19.8%

3.2%

58.1%

19.0%

令和７年度 総合評価 合計（７２８件）

144件

23件

138件

423件

最高技術点者以外

最高技術点者

0.0%
10.0%
20.0%
30.0%
40.0%
50.0%
60.0%
70.0%

7.1%
3.6%

60.7%

28.6%

令和７年度 標準型（５６件）

34件

16件

2件
4件

最高技術点者以外

最高技術点者

0.0%
10.0%
20.0%
30.0%
40.0%
50.0%
60.0%
70.0%

17.7%

2.8%

63.3%

16.2%

令和６年度 総合評価 合計（７７６件）

137件

22件

126件

491件

最高技術点者以外

最高技術点者

0.0%
10.0%
20.0%
30.0%
40.0%
50.0%
60.0%
70.0%

4.8% 3.2%

66.1%

25.8%

令和６年度 標準型（６２件）

41件

16件

2件
3件

最高技術点者以外

最高技術点者

0.0%
10.0%
20.0%
30.0%
40.0%
50.0%
60.0%
70.0%

18.8%

2.8%

63.0%

15.4%

令和６年度 簡易型（７１４件）

450件

110件

134件

20件

20

最高技術点者以外

最高技術点者

0.0%

10.0%

20.0%

30.0%

40.0%

50.0%

60.0%

20.8%

3.1%

57.9%

18.2%

令和７年度 簡易型（６７２件）

389件

122件

140件

21件



5.7%
6.3%

17.3%

1.4%

22.8%

11.6%

7.8%

3.0%

5.9%5.6%
6.3%

17.2%

1.2%

21.1%

10.9%

7.3%

2.3%

5.9%

5.9%
6.3%

19.8%

2.4%

24.6%

12.3%

8.1%

4.1%

6.0%

0.0%

5.0%

10.0%

15.0%

20.0%

25.0%

（１）総合評価（簡易型）落札方式 入札段階評価結果（落札者と非落札者の平均を比較）（８４１者）

1.7%差 4.9%差 ２.９%差

■落札者
■非落札者

配点満点

※データは令和７年１２月末までの速報値（暦年集計）
※各評価項目の値について、業務毎に配点が異なることから、満点に対する割合としている
※各評価項目については、評価時に必須項目となっているものを抽出している。
※評価点合計については、全項目（必須項目・選択項目）の合計値としている。（各評価項目の合計値とは一致しない）

75.4%

78.3%

入札価格／

予定価格

94.9%

90.0%

0.0%

10.0%

20.0%

30.0%

40.0%

50.0%

60.0%

70.0%

80.0%

90.0%

100.0%

評価点合計
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5.8% 5.7%

2.0%
0.3%

11.1%

16.1%

2.9%

1.6%

12.8%

9.1% 8.9%

1.0%

5.7%

5.6% 5.7%

2.0%

0.2%

10.6%

14.3%

2.9%
1.2%

11.8%

7.7% 7.8%

0.9%

5.7%

5.8% 5.8%

2.3%

0.6%

11.9%

16.7%

3.2%

2.0%

13.9%

10.4% 10.2%

1.3%

5.9%

0.0%

5.0%

10.0%

15.0%

20.0%

25.0%

（２）総合評価（標準型）落札方式 入札段階評価結果（落札者と非落札者の平均を比較）（２３４者）

１.０%差

7.9%差 7.2%差

1.8%差

■落札者
■非落札者

配点満点

※データは令和７年１２月末までの速報値（暦年集計）
※各評価項目の値について、業務毎に配点が異なることから、満点に対する割合としている
※各評価項目については、評価時に必須項目となっているものを抽出している。
※評価点合計については、全項目（必須項目・選択項目）の合計値としている。（各評価項目の合計値とは一致しない）

95.2%

87.3%

0.0%

10.0%

20.0%

30.0%

40.0%

50.0%

60.0%

70.0%

80.0%

90.0%

100.0%

評価点合計

83.4%

76.2%

入札価格／

予定価格
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（３）プロポーザル方式 特定段階評価結果（落札者と非落札者の平均を比較）（５０４者）

■落札者
■非落札者

配点満点

※データは令和７年１２月末までの速報値（暦年集計）
※各評価項目の値について、業務毎に配点が異なることから、満点に対する割合としている
※各評価項目については、評価時に必須項目となっているものを抽出している。
※評価点合計については、全項目（必須項目・選択項目）の合計値としている。（各評価項目の合計値とは一致しない）

3.5% 3.7%

10.8%

1.1%

7.9%

5.4%

3.3%
3.7%

14.2%

11.9%

13.3%

5.1%

3.3% 3.5%

10.4%

1.0%

7.1%

5.0%

2.9% 2.5%

12.3%

8.9%

9.5%

4.2%

3.5% 3.7%

12.8%

2.5%

9.1%

6.1%

3.6%

5.4%

15.8%

13.3%

15.5%

5.7%

0.0%

5.0%

10.0%

15.0%

20.0%

25.0%

1.9%差 3.8%差

3.0%差

13.9%差

87.2%

73.3%

0.0%

10.0%

20.0%

30.0%

40.0%

50.0%

60.0%

70.0%

80.0%

90.0%

100.0%

評価点合計

23



（参考）総合評価落札方式等の成績評定の状況

※成績平均点は、令和６年４月1日～令和７年３月31日までに完了した業務を対象
※随意契約を除く
※最終請負金額が１００万円以下の業務は対象外

○プロポーザル方式、総合評価落札方式による技術力競争を実施した場合、価格競
争に比べ成績評定点が良好な傾向となっている。

※全業務平均 78.７

79.3

78.8

78.1

75.00

76.00

77.00

78.00

79.00

80.00

令和６年完了業務成績平均点

プロポーザル 総合評価 価格競争
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○技術者の育成

３．試行業務の実施状況

全国的に、担い手不足の解消が喫緊の課題となっている。担い手不足の解消には、若手技術者の育成が必要不可欠であることから、若手技
術者に配慮した評価項目等を設定した試行。

～試行内容～【評価項目の設定】
（１）【技術者育成型（年齢設定）】

・管理（主任）技術者について、一定の年齢（公告時点）以下とすることを参加資格とする。
（２）【技術者育成型 (年齢設定：加点評価) （次代担い手育成型）】

・管理（主任）技術者について、一定の年齢（公告時点）以下の若手を配置した場合に評価対象とする。
（３）【技術者育成型（管理技術者未経験者育成）】

・過去に管理技術者として従事したことのない技術者とし、担当技術者として従事した業務（６０点未満を除く）が、過去５年間で
５件以上の技術者とする。（※実績の対象とする業務は同じ業種区分）

～対象業務～
・主に、総合評価落札方式（簡易型）又は、簡易公募プロポーザル方式に該当する業務。

～対象業務～
・簡易公募型競争入札方式（総合評価落札方式・プロポーザル方式）に該当する業務で、業種区分が土木関係コンサルタント及び地質調査で適用。

～試行内容～【評価項目の設定】
（4）【技術者育成型（管理（主任）補助技術者）】

・管理（主任）技術者には、公告日現在で４５歳以下の者を配置とし、管理（主任）補助技術者として、
ベテラン技術者（管理（主任）技術者としての実績を有する者）を担当技術者として追加配置するものとする。

・評価は、管理（主任）補助技術者として配置された技術者の評価値を採用する。
しかし、補助技術者を配置せず参加する場合は、通常の業務と同様に配置予定の管理（主任）技術者を評価するものとする。

・管理（主任）補助技術者の資格・実績要件、手持ち業務量制限は、管理（主任）技術者と同じとする。

～試行内容～【評価内容の緩和】
（5）【技術者育成型（緩和）】

・管理（主任）技術者の資格、実績、成績、表彰等の配点割合を減じて、技術者の経験値による得点差を緩和。

～対象業務～
・主に、簡易公募型競争入札方式（総合評価落札方式）又は、簡易公募型プロポーザル方式に該当する業務。
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（1）年齢設定 指名段階 資格 同種業務実績 業務成績 表彰 資格 同種業務実績
地域精通度
地域要件

成績 表彰

入札段階 資格 同種業務実績
地域精通度
地域要件

成績 表彰 技術提案等

※管理（主任）技術者について、一定の年齢（公告時点）以下とすることを参加資格とする

（2）年齢設定 指名段階 資格 同種業務実績 業務成績 表彰 資格 同種業務実績
地域精通度
地域要件

若手配置（加
点）

成績 表彰

入札段階 資格 同種業務実績
地域精通度
地域要件

若手配置（加
点）

成績 表彰 技術提案等

※管理（主任）技術者について、一定の年齢（公告時点）以下の場合と加点する

（3）管理技術者 指名段階 資格 同種業務実績 業務成績 表彰 資格 同種業務実績
地域精通度
地域要件

成績 表彰

入札段階 資格 同種業務実績
地域精通度
地域要件

成績 表彰 技術提案等

※過去に管理技術者として従事したことのない技術者とし、担当技術者として従事した業務（６０点未満を除く）が、過去５年間で５件以上の技術者とする

（4）管理(主任)補助技術者
【管理(主任)技術者】

指名段階 資格 同種業務実績 業務成績 表彰 資格 同種業務実績
地域精通度
地域要件

成績 表彰

入札段階 資格 同種業務実績
地域精通度
地域要件

成績 表彰 技術提案等

※管理（主任）補助技術者の実績を評価する
※管理（主任）技術者には、同種類似実績等の参加要件のみを設定する

【補助技術者】
指名段階 資格 同種業務実績 業務成績 表彰 資格 同種業務実績

地域精通度
地域要件

成績 表彰

入札段階 資格 同種業務実績
地域精通度
地域要件

成績 表彰 技術提案等

（5）緩和 指名段階 資格 同種業務実績 業務成績 表彰 資格 同種業務実績
地域精通度
地域要件

成績 表彰

入札段階 資格 同種業務実績
地域精通度
地域要件

成績 表彰 技術提案等

※管理（主任）技術者の資格、実績、成績、表彰等の配点割合を減じて、技術者の経験値による得点差を緩和する

緩和する 評価しない

企業の能力 技術者の能力

未経験者育成

（加点評価）

○技術者育成型（若手）の評価対象
※■囲いの評価項目は配点割合を緩和する。
※■囲いの評価項目を設定しない。
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○４５歳以下の技術者配置を参加要件とすることで、４５歳未満の技術者の参加と受注が促され若手技術者の育成に繋
がっているため、引き続き、業務内容を鑑みて試行を継続。

1者 0者 1者

10者 2者

9者

23者
4者

68者

40者
6者

138者

0者 0者

390者

0者 0者

455者

0者 0者

412者

0%

10%

20%

30%

40%

50%

60%

70%

80%

90%

100%

年齢（参加）

(74者)

年齢（受注）

(12者)

通常（受注）

(1473者)

令和６年 年齢
若手 通常

（参加） （受注） （受注）

○簡易公募型競争入札（総合評価落札方式（簡易型））中心に技術者育成型【年齢設定】を令和７年は6件実施した。
配置された管理（主任）技術者の年齢は４５歳以下が６件と、年齢を参加要件とすることにより、４５歳以下の技術
者の参加と受注に至っている。

（１）技術者育成型（年齢設定）

①令和５年～７年 技術者育成型（年齢設定）実施結果（配置管理技術者の年度別年齢構成）

4６歳以上
（0者）
0.0％

45歳以下
（6者）
100.0％

4６歳以上
（0者）
0.0％

45歳以下
（34者）
100.0％

4６歳以上
（0者）
0.0％

45歳以下
（5者）
100.0％

4６歳以上
（0者）
0.0％

45歳以下
（18者）
100.0％

※公告日における年齢を対象とし、データは令和７年１２月末までの速報値（暦年集計）
※参加・受注ともに延べ者数

若手 通常
（参加） （受注） （受注）

4６歳以上
（0者）
0.0％

45歳以下
（12者）
100.0％

4６歳以上
（0者）
0.0％

45歳以下
（74者）
100.0％

4６歳以上
（1257者）

85.3％

45歳以下
（216者）

14.7％

4６歳以上
（1193者）

86.6％

45歳以下
（185者）

13.4％

4６歳以上
（1308者）

89.4％

45歳以下
（155者）

10.6％

2者
1者

0者

2者
0者

4者

4者
1者

41者

10者
3者

110者

0者 0者

401者

0者 0者

466者

0者 0者

441者

0%

10%

20%

30%

40%

50%

60%

70%

80%

90%

100%

年齢（参加）

(18者)

年齢（受注）

(5者)

通常（受注）

(1463者)

令和５年 年齢

0者 0者
1者

1者
0者 14者

8者

1者

62者

25者

5者

108者

0者 0者

281者

0者 0者

486者

0者 0者

426者

0%

10%

20%

30%

40%

50%

60%

70%

80%

90%

100%

年齢（参加）

(34者)

年齢（受注）

(6者)

通常（受注）

(1378者)

令和７年度 若手（年齢）
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○４５歳以下の技術者配置した場合に加点評価することで、 ４５歳未満の技術者の参加と受注が促され若手技術者の育
成に繋がっているため、引き続き、業務内容を鑑みて試行を継続。

○簡易公募型競争入札（総合評価落札方式（簡易型））中心に技術者育成型【年齢設定：加点評価（次代担い手育成
型）】を令和７年より試行を開始し１２件実施した。配置された管理（主任）技術者の年齢は４５歳以下が１２件と、
年齢を評価することにより、４５歳以下の技術者の参加と受注に至っている。

（２）技術者育成型 (年齢設定：加点評価) （次代担い手育成型）

②令和７年 技術者育成型（年齢設定：加点評価）実施結果（配置管理技術者の年度別年齢構成）

4６歳以上
（0者）
0.0％

45歳以下
（12者）
100.0％

4６歳以上
（15者）
15.9％

45歳以下
（79者）
84.1％

※公告日における年齢を対象とし、データは令和７年１２月末までの速報値（暦年集計）
※参加・受注ともに延べ者数

若手 通常
（参加） （受注） （受注）

4６歳以上
（0者）
0.0％

45歳以下
（12者）
100.0％

4６歳以上
（15者）
16.0％

45歳以下
（79者）
84.0％

4６歳以上
（793者）

86.9％

45歳以下
（119者）

13.1％

4６歳以上
（400者）

85.8％

45歳以下
（66者）
14.2％

4６歳以上
（1193者）

86.5％

45歳以下
（185者）

13.5％
4者

0者 1者

13者
2者

10者

28者

6者

47者

34者

4者

61者

4者

0者

167者

4者

0者

299者

7者
0者

327者

0%

10%

20%

30%

40%

50%

60%

70%

80%

90%

100%

加点（参加）

(94者)

加点（受注）

(12者)

通常（受注）

(912者)

令和７年度 加点 総合評価

若手 通常
（参加） （受注） （受注）

0者 0件 0件0者 0件 4件0者 0件
15件

0者 0件

47件

0者 0件

114件

0者 0件

187件

0者 0件

99件

0%

10%

20%

30%

40%

50%

60%

70%

80%

90%

100%

加点（参加）

(0者)

加点（受注）

(0者)

通常（受注）

(466者)

令和７年 加点 プロポ
若手 通常

（参加） （受注） （受注）

4者
0者 1者

13者
2者

14者

28者

6者

62者

34者

4者

108者

4者

0者

281者

4者

0者

486者

7者
0者

426者

0%

10%

20%

30%

40%

50%

60%

70%

80%

90%

100%

加点（参加）

(94者)

加点（受注）

(12者)

通常（受注）

(1378者)

令和７年度 加点
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24者
4者

1者

34者

6者

9者

41者

5者

68者

2者

1者

138者

21者

2者

390者

14者

3者

455者

24者

0者

412者

0%

10%

20%

30%

40%

50%

60%

70%

80%

90%

100%

未経験（参加）

(160者)

未経験（受注）

(21者)

通常（受注）

(1473者)

令和６年 若手（未経験）

46歳以上
（1257者）

85.3％

45歳以下
（216者）

14.7％0者 0者 0者

1者

1者

4者

4者

1者

41者

1者

1者

110者

1者

0者

401者

2者

1者

466者

1者

0者

441者

0%

10%

20%

30%

40%

50%

60%

70%

80%

90%

100%

未経験（参加）

(10者)

未経験（受注）

(4者)

通常（受注）

(1463者)

令和５年 若手（未経験）

46歳以上
（1308者）

89.4％

45歳以下
（155者）

10.6％

○担当技術者として従事した業務の経験を参加要件とすることで、管理（主任）技術者の経験を有していない４５歳未
満の技術者の参加と受注が促されているため、引き続き、業務内容を鑑みて試行を継続。

○簡易公募型競争入札（総合評価落札方式（簡易型））中心に技術者育成型【管理技術者未経験者育成】を令和７年は
２０件実施した。配置された管理（主任）技術者の年齢は４５歳以下が１３件と、管理（主任）技術者としての経験
を有していない若手技術者の育成が図られている。

（３）技術者育成型（管理技術者未経験者育成）

①令和５年～７年 技術者育成型（若手）（管理技術者未経験者育成）実施結果（配置管理技術者の年度別年齢構成）

※公告日における年齢を対象とし、データは令和７年１２月末までの速報値（暦年集計）
※参加・受注ともに延べ者数

46歳以上
（1者）
25.0％

45歳以下
（3者）
75.0％

46歳以上
（4者）
40.0％

45歳以下
（6者）
60.0％

46歳以上
（5者）
23.8％

45歳以下
（16者）
76.2％

46歳以上
（59者）
36.9％

45歳以下
（101者）

63.1％

若手
（参加） （受注）

通常
（受注）

若手
（参加） （受注）

通常
（受注）

若手
（参加） （受注）

通常
（受注）

46歳以上
（7者）
35.0％

45歳以下
（13者）
65.0％

46歳以上
（20者）
16.0％

45歳以下
（105者）

84.0％

46歳以上
（1193者）

86.6％

45歳未満
（185者）

13.4％

25者

1者
1者

36者

6者

14者

28者

6者

62者

6者

0者

108者

10者

3者

281者

13者

1者

486者

7者
3者

426者

0%

10%

20%

30%

40%

50%

60%

70%

80%

90%

100%

未経験（参加）

(125者)

未経験（受注）

(20者)

通常（受注）

(1378者)

令和７年度 若手（未経験）
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○令和５年度より試行を始め、２人の技術者の配置を条件とする中、一定程度の入札参加や受注がなされており、若手の管理（主任）技術者をベテ
ラン技術者が補助等することにより、技術の伝承や育成効果も図られることから、引き続き、業務内容や技術者の状況を鑑みながら試行を継続。

（４）技術者育成型（若手）（管理（主任）補助技術者）

①令和７年 技術者育成型（若手）（管理（主任）補助技術者）実施結果（配置管理技術者の年度別年齢構成）

※公告日における年齢を対象とし、データは令和７年１２月末までの速報値（暦年集計）
※参加・受注ともに延べ者数

○令和7年度より、簡易公募型競争入札（総合評価落札方式（簡易型））を中心に技術者育成型【管理（主任）補助技
術者】を令和７年は７１件実施した。補助技術者を配置することで４５歳以下の管理（主任）技術者の配置もなされ、
若手技術者の育成が図られている。

46歳以上
（44者）
62.0％

45歳以下
（27者）
38.0％

46歳以上
（229者）

62.7％

45歳以下
（136者）

37.3％

若手
（参加） （受注）

通常
（受注）

45歳以上
（400者）

85.8％

45歳未満
（66者）
14.2％

46歳以上
（15者）
57.6％

45歳以下
（11者）
42.4％

46歳以上
（17者）
48.5％

45歳以下
（18者）
51.8％

46歳以上
（793者）

86.9％

45歳以下
（119者）

13.1％

46歳以上
（29者）
64.4％

45歳以下
（16者）
35.6％

46歳以上
（212者）

69.8％

45歳以下
（71者）
31.2％

若手
（参加） （受注）

通常
（受注）

若手
（参加） （受注）

通常
（受注）

8者 1者
1者

25者
5者

9者

32者

5者

68者

40者
2者

138者

52者
9者

390者

44者

8者

455者

60者

3者

412者

0%

20%

40%

60%

80%

100%

補助（参加）

(261者)

補助（受注）

(33者)

通常（受注）

(1473者)

令和６年 補助

45歳以上
（1257者）

85.3％

45歳未満
（216者）

14.7％

45歳以上
（20者）
60.6％

45歳未満
（13者）
39.4％

45歳以上
（156者）

59.8％

45歳未満
（105者）

40.2％

若手
（参加） （受注）

通常
（受注）

7者 1者
1者

25者
5者

6者

30者

4者

47者

40者 2者

79者

51者 9者

234者

44者

8者

248者

60者

3者

315者

0%

20%

40%

60%

80%

100%

補助（参加）

(257者)

補助（受注）

(32者)

通常（受注）

(930者)

令和６年 補助 総合評価
若手

（参加） （受注）
通常

（受注）

45歳以上
（797者）

85.7％

45歳未満
（133者）

14.3％

45歳以上
（20者）
62.5％

45歳未満
（12者）
37.5％

45歳以上
（155者）

60.3％

45歳未満
（102者）

39.7％ 1者

0者
0者

0者

3者

2者 1者

1者

0者

0者

59者

1者

156者

0者

207者

0者

97者

0%

20%

40%

60%

80%

100%

補助（参加）

(4者)

補助（受注）

(1者)

通常（受注）

(543者)

令和６年 補助 プロポ

45歳以上
（460者）

84.7％

45歳未満
（83者）
15.3％

45歳以上
（0者）
0.0％

45歳未満
（1者）
100.0％

45歳以上
（1者）
25.0％

45歳未満
（3者）
75.0％

若手
（参加） （受注）

通常
（受注）

4６歳以上
（1193者）

86.6％

45歳以下
（185者）

13.4％
0者 0件

0件

4者 4件

4件

5者 1件

15件

9者

6件

47件

5者

4件

114件

7者
6件

187件

5者 5件 99件

0%

20%

40%

60%

80%

100%

補助（参加）

(35者)

補助（受注）

(26者)

通常（受注）

(466者)

令和７年 補助 プロポ

7者 0者
1者

25者 6者
14者

45者 6者

62者

59者 15者

108者

70者 16者

281者

99者
17者

486者

60者 11者

426者

0%

20%

40%

60%

80%

100%

補助（参加）

(365者)

補助（受注）

(71者)

通常（受注）

(1378者)

令和７年 補助

7者 0者 1者

21者
2者

10者

40者
5者

47者

50者
9者

61者

65者
12者

167者

92者
11者

299者

55者 6者

327者

0%

20%

40%

60%

80%

100%

補助（参加）

(330者)

補助（受注）

(45者)

通常（受注）

(912者)

令和７年 補助 総合評価
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○経験の浅い技術者の受注機会確保と技術者の育成を図るため、次年度も業務内容や技術者状況を見極めつつ試行を継
続する。

※公告日における年齢を対象とし、データは令和７年１２月末までの速報値（暦年集計）
※参加・受注ともに延べ者数

○簡易公募型競争入札（総合評価落札方式（簡易型））中心に技術者育成型【緩和】を令和７年は７５件実施した。配
置された管理（主任）技術者の年齢は４５歳以下が１１件であった。また、４５歳以上の受注割合が高い部分につい
て、他部門技術者の実績取得等にも寄与していると推測される。

①令和５年～令和７年 技術者育成型（緩和）試行結果（配置管理技術者の年齢構成）

（５）技術者育成型（緩和）

1者 0者 0者12者 2者 4者
13者 2者 41者

51者
3者 110者

118者
20者 401者

125者 20者 466者

142者 21者 441者

0%

10%

20%

30%

40%

50%

60%

70%

80%

90%

100%

緩和（参加）

(462者)

緩和（受注）

(68者)

通常（受注）

(1463者)

令和５年 緩和

46歳以上
（1308者）

89.4％

45歳以下
（155者）

10.6％

46歳以上
（61者）
89.7％

45歳以下
（7者）
10.3％

46歳以上
（385者）

83.3％

45歳以下
（77者）
16.7％

緩和
（参加） （受注）

通常
（受注）
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令和6年 緩和
緩和

（参加） （受注）
通常

（受注）

46歳以上
（1257者）

85.3％

45歳以下
（216者）

14.7％

46歳以上
（48者）
89.9％

45歳以下
（6者）
11.1％

46歳以上
（296者）

84.3％

45歳以下
（55者）
15.7％

46歳以上
（1193者）

86.6％

45歳以下
（185者）

13.4％

46歳以上
（6４者）
85.3％

45歳以下
（1１者）
14.7％

46歳以上
（453者）

79.5％

45歳以下
（113者）

20.5％
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（参加） （受注）

通常
（受注）
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令和7年 緩和



※公告日における年齢を対象とし、データは令和７年１２月末までの速報値（暦年集計）
※参加・受注ともに延べ者数

○評価項目を緩和・設定していない項目の保有状況を確認した結果、通常の業務に比べ、成績及び表彰を有していない
若手技術者の受注が多い傾向である。

○通常の業務では成績、表彰で不利になる技術者の参加が促されていることから、引き続き、業務内容を鑑みて試行を継続。若年齢技術者
の参加及び受注が少ない傾向のため、参加及び受注、実績保有状況を把握しながら、より若手技術者の育成が図れる仕組みを検討。

②総合評価・プロポ（土木コン）における技術者育成型試行業務（緩和）の参加者・受注者の得点有無割合比較

緩和
参加

緩和
受注

通常
受注

緩和
参加

緩和
受注

通常
受注

表彰有

表彰有

表彰無

表彰無

成績有

成績有

成績無

成績無

14.0%
7.5%

0.9%

51.9%

43.3%

17.4%

6.1%

4.5%

12.0%

28.0%

44.8%

69.8%
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若手参加

(528者)

若手受注

(67者)

通常受注

(1169者)

令和7年度 成績
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令和7年度 表彰



79.0 79.1

60.00

62.00

64.00

66.00

68.00

70.00

72.00

74.00

76.00

78.00

80.00

技術者育成型（補助者）

○令和６年度の若手技術者対策にかかる試行は６８件実施しており、試行業務における成績評定（品質面等）への大き
な影響は見られなかった。

○若手試行は一定数実施しており、担い手確保としての若手技術者配置の効果が認められることから、令和７年も引き
続き試行を実施する。

※データは令和６年度に完了した、総合評価落札方式及びプロポーザル方式の業務を対象

①令和６年度 技術者育成型（年齢設定、未経験者育成、補助技術者、緩和 ）試行結果（業務成績評定点）

業務成績平均点
緩和

業務成績平均点
業務成績平均点

年齢設定
業務成績平均点

業務成績平均点
未経験者育成

業務成績平均点

≒≒

業務成績平均点
補助技術者

業務成績平均点

≒

79.0 78.9
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62.0

64.0
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68.0

70.0

72.0

74.0

76.0

78.0

80.0

技術者育成型（緩和）

≒
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78.00

80.00

技術者育成型（未経験者育成）

79.0 78.9

60.00

62.00

64.00

66.00

68.00

70.00

72.00

74.00

76.00

78.00

80.00

技術者育成型（年齢設定）
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○負担軽減

総合評価落札方式における競争参加者へ求める技術提案書について、｢業務の実施方針・実施フロー・工程表・その他｣の項目について提出
を求めているところだが、記載する内容が多いため、参加者側では記述、発注者側では審査などにおいて過度な負担となっていることから、
技術提案書の簡素化を図る試行。

～試行内容～
（６）【総合評価落札方式（簡易型）の簡素型】

・入札説明書等の評価基準から｢その他｣の項目を外す。｢その他｣の項目を残す場合は、｢１項目かつ２行以内｣といった、制限を付す。
・入札説明書等に示す評価基準の中に｢仕様を超える内容をより優位に評価しない｣旨を明示。様式にも注意事項として記入。

～対象業務～
・総合評価落札方式（簡易型）
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評価点合計

（6）総合評価落札方式（簡易型）の簡素型 試行結果

①令和７年 総合評価落札方式（簡易型）：４８８件 （落札者と非落札者の平均を比較）

○競争参加者に求める技術提案書において、「その他」の項目を緩和することにより受発注者双方の事務負担軽減を図る
「簡易型の簡素型」の試行を実施している。評価に差はなく、業務成績も同等の品質となっていることから、簡素型の
実施による品質への影響は生じていない。

※総合評価落札方式（簡易型）は「（簡易型）の簡素型」を除いた集計
※データは令和７年１２月末までの速報値
※各評価項目の値について、業務毎に配点が異なることから、満点に対する割合としている

6.8%差 ２.5%差

②令和７年 総合評価落札方式（簡易型）の簡素型：３５３件 （落札者と非落札者の平均を比較）

2.８%差 ３.2%差

管理技術者
（資格）

管理技術者
（同種）

管理技術者
（成績）

管理技術者
（表彰）

業務理解度
実施手順
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実施手順
（工程）
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・加点
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（知識・代替案・重要）

賃上げ
・加点

○引き続き、業務内容に応じて、受発注者双方の事務負担軽減を図るため、試行を継続。

総合評価落札方式（簡易型）の簡素型
成績平均点

総合評価落札方式（簡易型）
成績平均点

③令和６年度 業務成績評定点比較

■落札者
■非落札者

配点満点

■落札者
■非落札者

配点満点
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～試行内容～
・指名段階での評価項目は、企業における「業務成績」、「近隣施工実績（過去実績の有無）」、「近隣施工実績
（過去１０年の管内実績件数）及び予定配置技術者における「業務成績」、「近隣施工実績（過去１０年の管内実績
件数）」とする。

・入札段階での評価項目は、予定配置技術者における「業務成績」、「近隣施工実績（過去１０年の管内実績件数）」
及び実施方針「業務理解度（優・良・可・不可）」とする。

（７）地質調査業務（ボーリング調査）の総合評価落札方式

○総合評価落札方式への移行状況が低い状況にあったことから、地質調査業務（ボーリング調査）の発注方式につい
て、総合評価落札方式への段階的な移行を令和3年度より実施している。令和８年度においても引き続き試行を実施す
る。

～対象業務～
・ボーリング調査（設計、解析用）のうち予定価格５００万円以上
・ボーリング調査（高度安全管理、高品質コア等）

ボーリング調査

（支持層確認、

改良チェック等）

ボーリング調査

（高度安全管理、

高品質コア等）

②入札方式 通常指名競争 通常指名競争 簡易公募型競争
（総合評価・簡易型）

②予定価格 － 500万円未満
500万円以上

～
4000万円未満

40００万円以上 －

③地域要件 － － 道内に本店
道内に

本支店、営業所
道内に

本支店、営業所

①本省ガイドラインにおけ
る対象項目（斜め象限図）

ボーリング調査

（設計、解析用）

簡易公募型競争
（総合評価・簡易型）

○地質調査業務の標準的な発注方式事例 ○地質調査業務（ボーリング調査）における発注方式【概要】

ボーリング調査
（設計、解析用）

ボーリング調査
（高度安全管理、
高品質コア等）
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～試行内容～

●●年度から●●年度末までに完了した業務について、管理技術者として従事
した北海道開発局発注業務（北海道開発局発注業務の実績が無い場合、国土
交通本省、地方整備局、国土技術政策総合研究所、国土地理院及び内閣府沖
縄総合事務局開発建設部発注業務）の業種区分「地質調査」の平均業務評定
点を下記の順位で評価する。
① ８０点以上
② ７７点以上８０点未満
③ ７４点以上７７点未満
④ ７１点以上７４点未満
⑤ ６８点以上７１点未満
⑥ ６５点以上６８点未満
⑦ ６０点以上６５点未満
⑧ ６０点未満
⑨ 成績評定を受けた上記発注機関発注業務の業務実績がない場合には加点
しない。

20.0

① 20
② 18
③ 16
④ 14
⑤ 12
⑥ 9
⑦ 0
⑧ 指名なし
⑨ 加点しな
い

業務理解度（２問設定） １問１５点で、課題と対応案を併せて３段階評価
①優 十分に理解している（１５）
②良 理解している（１０）
③可 その他（５）

30.0 10～30

技術者配点 合計 60.0

過去４年間に管理技術者として従事し
た業務の業務成績

●●年度以降の当該開発建設部管
内、周辺での施工実績の有無・件数

実施方針

① 10
② 9
③ 8
④ 7
⑤ 4
⑥ 加点しな
い

●●年度以降公示日までに完了した当該開発建設部管内周辺での調査ボーリ
ング施工実績について、実績件数により下記の順位で評価する。
① ○○開発建設部管内でのボーリング施工実績が10件以上
② ○○開発建設部管内でのボーリング施工実績が5件以上
③ ○○開発建設部管内でのボーリング施工実績が3件以上
④ ○○開発建設部管内におけるボーリング施工実績あり
⑤ 北海道内でのボーリング施工実績あり
⑥ 上記に該当しない場合は加点しない。
※ 主任技術者あるいは担当技術者として従事した実績を評価対象とする。上記
に該当しない場合は加点しない。

評価項目 評価の着目点 判断基準 評価ウェート

10.0

予
定
技
術
者
の
経
験
及
び
能
力

判断基準

82.0

備考

テクリス、
アグリス等
の登録の
実績によ
る。申請業
務が複数
の部門に
関連・共通
する場合
には、複数
部門を評
価対象とし
て設定する
事も可とす
る。

テクリス、
アグリス等
の登録の
実績による

① 40
② 35
③ 30
④ 25
⑤ 20
⑥ 15
⑦ 0
⑧ 指名なし
⑨ 加点しな
い

指名（案）

順位

評価点

評 価

40.0

過去４年間に管理
技術者として従事
した同じ業種区分
の業務成績

専
門
技
術
力

●●年度から●●年度末までに完了した業務について、管理技術者と
して従事した北海道開発局発注業務（北海道開発局発注業務の実績が
無い場合、国土交通本省、地方整備局、国土技術政策総合研究所、国土
地理院及び内閣府沖縄総合事務局開発建設部発注業務）の業種区分
「地質調査」の平均業務評定点を下記の順位で評価する。
① ８０点以上
② ７７点以上８０点未満
③ ７４点以上７７点未満
④ ７１点以上７４点未満
⑤ ６８点以上７１点未満
⑥ ６５点以上６８点未満
⑦ ６０点以上６５点未満
⑧ ６０点未満
⑨ 成績評定を受けた上記発注機関発注業務の業務実績がない場合は
加点しない。

業務執
行技術
力

予
定
管
理

（
主
任

）
技
術
者
の
経
験
及
び
能
力

●●年度以降の当
該開発建設部管
内、周辺での受注
実績の有無

●●年度以降の当
該開発建設部管
内、周辺での施工
実績の有無

●●年度以降公示日までに完了した当該開発建設部管内周辺での調査
ボーリング施工実績の有無については下記の順位で評価する。
①○○事務所管内での同一事業でのボーリング施工実績有り
②○○事務所管内でのボーリング施工実績有り。
③○○開発建設部管内でのボーリング施工実績有り。
④上記に該当しない場合は加点しない。

6.0

① 6
② 4
③ 2
④ 加点しな
い

① 10
② 5
③ 加点
しない

① 6
② 4
③ 2
④ 加点しな
い

10.0

●●年度以降公示日までに完了した当該開発建設部管内周辺での地質
調査業務実績の有無については下記の順位で評価する。
① ○○開発建設部管内における業務の実績あり。
② 北海道内における業務実績あり。
③ 上記に該当しない場合は加点しない。
※主任技術者あるいは、担当技術者として従事した実績を評価対象とす
る。

情
報
収
集
力

地域精
通度

過去２年間の業務
成績

●●年度から●●年度末までに完了した業務のうち、北海道開発局発
注業務（北海道開発局発注業務の実績が無い場合、国土交通本省、地
方整備局、国土技術政策総合研究所、国土地理院及び内閣府沖縄総合
事務局開発建設部発注業務）の業種区分「地質調査」の平均業務評定点
を下記の順位で評価する。
① ８０点以上
② ７７点以上８０点未満
③ ７４点以上７７点未満
④ ７１点以上７４点未満
⑤ ６８点以上７１点未満
⑥ ６５点以上６８点未満
⑦ ６０点以上６５点未満
⑧ ６０点未満
⑨ 成績評定を受けた上記発注機関発注業務の業務実績がない場合は
加点しない。

20.0

情
報
収
集
力

近接施
工実績

●●年度以降の当
該開発建設部管
内、周辺での施工
実績の件数

●●年度以降公示日までに完了した当該開発建設部管内周辺での調査
ボーリング施工実績について、実績件数により下記の順位で評価する。
①○○開発建設部管内でのボーリング施工実績が10件以上
②○○開発建設部管内でのボーリング施工実績が5件以上
③○○開発建設部管内でのボーリング施工実績が3件以上
④上記に該当しない場合は加点しない。

6.0

① 20
② 18
③ 15
④ 13
⑤ 10
⑥ 8
⑦ 0
⑧ 指名なし
⑨ 加点しな
い

専
門
技
術
力

成果の
確実性

情
報
収
集
力

近接施
工実績

評価項目
評価の着目点

評価ウェート

参
加
表
明
者
の
経
験
及
び
能
力

○地質調査業務（ボーリング調査 ）における総合評価落札方式での配点例

○令和７年度における試行結果の整理・検証を実施。

・ボーリング調査における落札者と非落札者との比較

【指名段階】 【入札段階】

※

※ボーリング調査は、 試行対象である（設計、解析用）及び（高度安全管理、
高品質コア等）とする。

①

②

③

④

⑤

①

②

③

37



23.5%

7.3% 7.4% 7.6%

36.6%

23.2%

4.8% 5.1%
7.4%

34.7%

26.1%

7.5% 7.6%

11.5%

41.7%

0.0%

10.0%

20.0%

30.0%

40.0%

50.0%

企業（成績） 企業（地域実績有無） 企業（地域実績件数） 予定管理技術者（精通度） 予定管理技術者（成績）

総合評価落札方式（ボーリング調査） 指名段階の評価結果（指名業者と非指名業者の平均を比較）

※データは令和７年１２月末までの速報値（暦年集計）
※各評価項目の値について、業務毎に配点が異なることから、満点に対する割合としている

８.０%差１.9%差

① ② ③ ⑤④

■落札者
■非落札者

配点満点

２.5%差
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91.5%

83.4%

0.0%

10.0%

20.0%

30.0%

40.0%

50.0%

60.0%

70.0%

80.0%

90.0%

100.0%

評価点合計



27.5%

15.6%

43.2%

6.8%

27.4%

15.6%

37.7%

6.8%

30.4%

16.0%

43.7%

6.8%

0.0%

10.0%

20.0%

30.0%

40.0%

50.0%

予定管理技術者（成績） 予定管理技術者（精通度） 業務理解度（実施方針） 賃上げ・加点

総合評価落札方式（ボーリング調査） 入札段階の評価結果（落札者と非落札者の平均を比較）

8.9%差 1.2%差

※データは令和７年１２月末までの速報値（暦年集計）
※各評価項目の値について、業務毎に配点が異なることから、満点に対する割合としている

① ② ③ ④

○令和３年度より総合評価への段階的な移行しており、引き続き総合評価への移行後の状況を把握しながら評価基準の見直しを検討。

5.5%差

■落札者
■非落札者

配点満点

99.1%

90.2%

0.0%

10.0%

20.0%

30.0%

40.0%

50.0%

60.0%

70.0%

80.0%

90.0%

100.0%

評価点合計

73.3% 74.5%

入札価格／予定価格
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災害対応等の体制の確保・育成を目的として、災害協定や災害時の活動実績等の地域貢献を評価し、地域企業の技術力向上と参入機会の確
保を促す方式であり、「地域の守り手」として迅速な災害対応等が期待できる地域企業の入札参入の促進を図る試行。

～試行内容～
（8）【地域貢献度評価型】
・災害対応等の体制の確保・育成を目的として、災害協定や災害時の活動実績等の地域貢献を評価し、地域企業の技術力向上と参入機会の

確保を促す。
・指定エリア内における過去の災害活動実績や災害協定の締結を評価

「災害活動の実態等」と「災害協定」については、災害緊急活動の要請元や災害協定の締結先等により段階評価してもよい。
・評価方法

「企業の評価」にて「当該部門の建設コンサルタント登録、同種・類似業務の実績」の配点割合を低減させ、指定エリア内における過去
の災害活動実績を評価する。

～対象業務～
・総合評価落札方式（簡易型）又は、簡易公募プロポーザル方式に該当する業務。

（８）地域貢献度評価型

〇令和７年においては２件実施され、いずれも総合評価落札方式（簡易型）での発注であった。引き続き、業務内容に
応じて試行を継続。

判断基準 設定 企業 ウエイト

1 登録あり 4.0

2 同一部門以外 0.0

1 同種業務の実績有 8.0

2 類似業務の実績有 4.0

3 なし 指名なし

情報収集力 地域貢献度 活動実績 － －

評価項目 詳細項目 評価基準
指名段階

8

企業の評価

専門技術力 成果の確実性 同種・類似業務の実績

平成○○年度以降【標準として過去10年】公示日までに完
了した同種又は類似業務実績を下記の順位で評価する。
1 同種業務の実績又は過去に○○に関する研究実績があ
る。
2 類似業務の実績がある。
3 12以外は選定しない。

資格要件 技術部門登録
当該部門の建設コンサルタ
ント登録

1 当該業務に関する部門の登録（土木関係コンサルタ ント業
務にあっては建設コンサルタント登録、地質 調査業務にあって
は地質調査業者登録）有り、公益 法人、独立行政法人、学校
教育法に基づく大学又は同等と認められる機関。
2 1以外

必須

必須

選択

4

配点 計

15%
(10%～15%)

評価の着目点

判断基準 設定 企業 ウエイト

①登録あり
4.0

（2.0）

②同一部門以外 0.0

①同種業務の実績有
8.0

（5.0）

②類似業務の実績有
4.0

（3.0）

③なし 選定なし

①すべて実績あり 5.0

②２項目実績あり 3.0

③１項目実績あり 1.0

④なし 0.0

評価項目 詳細項目
評価の着目点

評価基準
指名段階

8.0
（5.0）

配点 計

資格要件 技術部門登録
当該部門の建設コ
ンサルタント登録

① 当該業務に関する部門の登録（土木関係コンサルタ ント業務に
あっては建設コンサルタント登録、地質 調査業務にあっては地質調査
業者登録）有り、公益 法人、独立行政法人、学校教育法に基づく大学
又は同等と認められる機関。
② ①以外

必須
4.0

（2.0）

15%
(10%～15%)

専門技術力 成果の確実性
同種・類似業務の
実績

平成○○年度以降【標準として過去10年】公示日までに完了した
同種又は類似業務実績を下記の順位で評価する。
① 同種業務の実績又は過去に○○に関する研究実績がある。
② 類似業務の実績がある。
③ ①②以外は指名しない。 必須

地域性 地域貢献度
実績等が確認でき

ること

過去３年度以降から公告開始日時点までの災害活動の実態等を評
価する。
国、地方自治体又は公共施設の管理団体の要請による災害緊急活
動又は、防災活動や災害協定を対象とし、実績に応じて評価す
る。
「災害緊急活動」、「防災活動」、「災害協定」
①上記の内、すべて実績あり。
②上記の内、2項目実績あり。
③上記の内、1項目実績あり。
④実績なし 必須 5

企業の評価
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４．各業界意見交換会

【開催実績】

令和７年 ７月２４日 （一社）建設コンサルタンツ協会本部
令和７年１２月１７日 （公社）日本測量協会北海道支部
令和７年１２月１９日 （一社）北海道地質調査業協会
令和８年 ２月 ３日 （一社）北海道測量設計業協会
令和８年 ２月２６日 （一社）建設コンサルタンツ協会北海道支部

入札契約方式等に関すること団体
①若手・女性・シニアなど多様な技術者の活用・育成のための入札・契約制度の改善・継続をお願いしたい。
②業務内容に応じた適切な発注方式の選定（斜め象限図）におけるポロポーザル方式・総合評価落札方式の的確な運用・
改善をお願いいたい。
③地域の担い手づくりのための地域コンサルタントの活用拡大と育成、技術力向上が図れる仕組みの導入促進をお願いした
い。

（一社）建設コンサル
タンツ協会本部

④若手技術者の活躍の機会を拡大するため、引き続き、若手技術者参加型の積極的な試行を要望する。（一社）北海道地質
調査業協会

⑤道内の測量業者や建設コンサルタントの受注機会の確保・拡大への配慮。（一社）北海道測量
設計業協会

⑥管理（主任）補助技術者の試行は、高度な技術を要するプロポーザル業務への適用と継続をお願いしたい。
⑦今後増大するシニア技術者の活用につながるように、配置予定照査技術者の業務執行技術力（同種・類似業務の実績）
の評価において、照査技術者としての実績を評価範囲に加えることの検討お願いしたい。
⑧一括審査方式は、受発注者の負担軽減の他に受注機会の均等化も図られる。
⑨歩掛のない業務については、プロポーザル方式への移行・増加をお願いしたい。
⑩地域コンサルタントを十分に活かせる入札契約制度の工夫･改善を引き続きお願いしたい。

（一社）建設コンサル
タンツ協会北海道支
部
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令和８年度方針(案)令和７年度における意見・課題内容

・引き続き、「業務内容に応じた適切な発注方式の選定（斜め象
限図）」に基づき、適正な入札方式の選定に努めていく。また、
業務内容に応じて、業務の特性に対する理解が業務成果の品質
確保に寄与する場合は、選定表によらずプロポーザル方式も選
定。

・地域特性を踏まえた検討の実施により、成果品質の向上が図ら
れる業務を対象に、地域要件及び地域精通度の設定による入札
手続きに努める。

・業務内容に応じた適切な発注方式の選定
（斜め象限図）におけるプロポーザル方
式・総合評価落札方式の的確な運用と改
善

・地域コンサルタントを十分に活かせる入
札契約制度の工夫と改善

発注方式

・担い手確保や技術者育成を図るため、引き続き業務内容に応じ

て、技術者育成型の試行を実施する。

・担当技術者として従事した実績（業務成績）も評価する運用に

向け体制を構築し適正な評価の実施可否の検証を開始する。

・照査技術者として従事した実績（同種・類似業務の実績）も評

価する運用に向けて検討を開始する。

・担い手の確保及び技術者の育成を図るため、業務内容に応じて

試行を継続する。

・若手技術者の活用・育成を図るための、

入札・契約制度の改善・推進。

・技術者育成型「管理（主任）補助技術

者」のプロポーザル方式への適用と継続。

技術者対

策及び担

い手確保

・引き続き、受発注者双方の事務負担軽減を図るため、条件が一

致する業務を対象に一括審査方式の試行を実施する。

・一括審査方式を適用することで受発注者

双方の事務負担軽減が図られる。

負担軽減

５．令和８年度実施方針（案）

※下線部は、昨年度の対応方針から追加修正された内容 42



令和８年度からの運用
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＜従前＞
指定日（公示日

※1）時点の手持ち
業務を対象。
（６件（Ａ～Ｅ業

務）が対象）

＜試行＞
開札日※２時点

で完了予定の業
務は対象外とする
ので、対象は３件
（Ｃ・Ｄ・Ｅ業務）と
なる。

※１：通常指名は指名通知日
※２：プロポーザル方式の場
合は見積合わせの日

令和７年１２月１日以降に入札手続きを開始する業務より、試行運用開始（発注者支援業務を除く。）

▽配置予定技術者要件における手持ち業務量の指定日

・これまで、建設コンサルタント業務等の入札手続きにおいては、品質確保の観点から入札説明書、指名通知書、
技術提案提出要請書及び特記仕様書における指定日（公告日）時点での予定管理技術者等の手持ち業務量に一
定の制限を設けているところである。
・建設コンサルタント業務等の入札手続きにおける受注機会確保の観点から、手持ち業務量の指定日の見直しに
係る試行を実施するものである。

・手持ち業務量の指定日は公示日としつつ、「開札日（プロポーザル方式の場合は見積合わせの日）までに完了す
る業務は対象外」として運用。
※新年度契約案件で年度開始前に公示・開札する案件における手持ち業務量の指定日は、４月１日とする。

・発注業務の履行期間と重複しない業務は、手持ち業務量の対象としないこととし、参加しやすい環境を整備する。

▽制限の見直し内容

▽試行のイメージ

公示日
（指定日）

開札日

手持ち業務量の制限に関する見直し（試行）

A業務

B業務

C業務

D業務

E業務

F業務
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